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企画総務委員会資料 

令和２年６月８日 
政策経営部 IT 推進課 

 
(仮称)「板橋区 ICT 推進・活用計画 2025」の策定方針について 

 
１ 策定の趣旨 
  区では、ICT の推進と活用を実施していくため、平成 28 年２月に「板橋区 ICT 推
進・活用計画 2020」を策定し、各施策を着実に推進してきた。 

  「板橋区 ICT 推進・活用計画 2020」の計画期間が令和２(2020)年度をもって満了
するにあたり、区を取り巻く ICT の現状や変化、課題を踏まえ、今後５年間の ICT 推
進・活用に係る中期ビジョンを示すとともに、それらに対応する施策を計画的に推
進するため、ICT に係る新たな計画である(仮称)「板橋区 ICT 推進・活用計画 2025」
(以下「計画」という。)を策定する。 

 
２ 国及び都の現状 

国は、平成 28 年 12 月に、官民データ活用の推進に関する施策を総合的かつ効果
的に推進し、もって国民が安全で安心して暮らせる社会及び快適な生活環境の実現
に寄与することを目的として、「官民データ活用推進基本法」(以下「官デ法」とい
う。)を公布・施行した。その後、平成 29 年５月には「世界最先端 IT 国家創造宣言・
官民データ活用推進基本計画」、平成 30 年 1 月には「デジタル・ガバメント実行計
画」、平成 30 年６月には「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進
基本計画」が閣議決定もしくは閣僚会議決定されており、最先端技術の積極的な導
入が進められている。 
併せて、令和元年５月には、情報通信技術を活用し、行政手続等における利便性

の向上や、行政運営の簡素化・効率化を図るため、「情報通信技術の活用による行政

手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るため
の行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律」
(以下「デジタル手続法」という。)が公布・施行されたところである。 

  また、東京都においても、平成 29 年 12 月に「東京都 ICT 戦略」を策定し、ICT を
活用した東京の５年後の姿と施策展開を示している。さらに、令和元年８月には 5G
ネットワークの早期構築をめざして「TOKYO Data Highway 基本戦略」を策定し、世
界最速のモバイルインターネット網の建設に着手し始めている。加えて、令和２年
２月には、「スマート東京実施戦略」を策定し、東京版 Society5.0 の実現に向けて
の取り組みを加速させているところである。 

  このようなことから、国及び都は、短期間のうちに複数の法律や計画等を整備し、
ICT に関して更なる活用を進めており、我が国がめざすべき未来社会である
Society5.0 や国際目標として掲げる SDGs 等の達成に寄与する取組を行っている。 

   
３ 計画期間 
  ICT を取り巻く環境は目まぐるしい速さで進化しており、様々な技術が日々生み
出されていくのに合わせて、国や都も次々と ICT に関する施策を打ち出していると
いう状況である。そのため、本計画は、内容を「基本計画」と「実施計画」に分けた
二層構造で構築することとし、「基本計画」は５か年(令和３(2021)年度から令和７
(2025)年度まで)とし、「実施計画」は、前期３か年(令和３(2021)年度から令和５
(2023)年度まで)、後期２か年(令和６(2024)年度から令和７(2025)年度まで)とする。 
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４ 目的及び基本的な視点 

(1) 目的 
「板橋区 ICT 推進・活用計画 2020」においては、41 の施策を掲げ、着実な推進

をめざしてきたが、AI 等の新技術やオープンデータ等の各種データの利活用は、
今後の区政に引き続き大きな影響を与えるものである。また、「板橋区基本構想」
において、基本構想を実現するための方策として「ICT 化と情報公開による業務革
新と区民参加の推進による経営の質の向上」が掲げられている。そのため、本計
画は、「板橋区 ICT 推進・活用計画 2020」を踏まえつつ、区における５年後のビジ
ョンを示し、区のあらゆる業務等について、デジタル化をより一層進めることに
より、区民サービスの向上や官民の連携強化、業務の効率化等を進め、新たな価
値を創出していくことを目的とする。 

(2) 基本的な視点 
国や都の各種法律・計画等を踏まえた上で、働き方改革に向けた新技術の積極

的な活用や、データの利活用、行政手続きにおけるオンライン化の促進、マイナ

ンバーカードの普及及び利活用等を視野に入れながら、区においても導入すべき
新技術の研究や、施策の方向性を明示し、施策を計画的に展開・遂行する。また、
新型コロナウイルス感染症の流行を契機とした、テレワークやオンライン会議等
の導入促進や、オンライン手続きの拡大等の状況を踏まえ、区のデジタル化をさ
らに強力に進めていく。 

 
【計画を取り巻く環境(イメージ)】 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

目指すべき未来像 

新型コロナウイ
ルス感染拡大を
契機に今後さら
なる活用が期待
される技術 

国際目標 
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５ 計画の位置付け 

 (1) 本計画は、区における ICT 推進・活用の中期計画(ビジョン)を示し、併せて短
期的な施策展開を示す計画とする。 

(2) 本計画は、官デ法第９条第３項に基づく「市町村官民データ活用推進計画」に
位置付けられる計画である。 

(3) 本計画は、板橋区基本構想及び各関連計画と連携及び整合を図る。 
 

計画の位置付け(イメージ) 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※計画内に掲げる記載内容は、現時点の想定であるため、今後の検討により変更等が発生する。 

※計画内に掲げる各事業は、複数の施策が紐づくことを想定している。 

 

官民データ活用推進基本法  
 【基本的施策】 
 オンライン化原則、官民データの活用推進

(オープンデータ)、システム改革・BPR、
デジタルデバイド対策、マイナンバーカー
ドの普及 等 

世界最先端デジタル国家創造宣言・ 
官民データ活用推進基本計画 

 
【重点取組】 

先駆的取組の社会実装プロジェクト、 
データ利活用、デジタル・ガバメント、
社会基盤の整備【5G、AI・セキュリティ
対策、人材育成、デジタルデバイド対策 
等】 

デジタル・ガバメント実行計画  
【主要施策】 

添付書類の撤廃、オンライン化の徹底、 

複数手続のワンストップでの処理 

デジタル手続法 
 

【基本原則】 

社会全体のデジタル化、デジタルファー 

スト、ワンスオンリー、コネクテッド・ 

ワンストップ 

 

 

〈国の法律等〉 

【基本構想を実現するための方策②】 
「ICT 化と情報公開による業務革新と 

区民参加の推進による経営の質の向上」 

板橋区基本構想 

 

板橋区基本計画 2025 

 
整合 

計画策定 
努力義務 

(仮称) 

いたばし 

No.1 

実現 

プラン

2025 

 

整合 

整合 
・ 

連携 

整合 

・ 

連携 

各種 

個別 

計画 

 

〈都の計画〉 

東京都 ICT 戦略 
 
【4 つの柱】 

①都市機能を高めるに当たって、ICT を活用

する②データを活用する③ICT を活用し、官

民連携で行政課題を解決する仕組みを構築す

る④民間における ICT 活用を後押しし、生産

性向上・新価値創造を図り、東京・日本の成

長につなげる 

TOKYO Data Highway 基本戦略 
 
【目的】 

５G の普及と利用拡大 

整合 
・ 

連携 

整合 
・ 

連携 

〈社会の動き〉 
・SDGs 

・Society5.0 

(仮称)板橋区 ICT 推進・

活用計画 2025 

 
基本計画 

 実施計画(前期・後期) ※ 
 

ビジョン① 

ビジョン② 
 

 
【方針 1】 

 
【方針 2】 

 
【方針 3】 

 
【方針 4】 

〈事業 A〉 

〈事業 B〉 

〈事業 C〉 

〈事業 D〉 

〈事業 E〉 

〈事業 F〉 

〈事業 G〉 

〈事業 H〉

 
〈事業 G〉

 

スマート東京実施戦略 
 
【3 つの柱】 

①「電波の道」で「つながる東京」 

②公共施設や都民サービスのデジタルシフト 

③都庁のデジタルシフト 
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６ 策定方法 

(１) 検討体制 
「板橋区 ICT 推進・活用本部設置要綱」第５条第１項に基づき設置されている

「情報化推進部会」(政策経営部長を部会長とし、関係課長で構成される)におい
て検討を進める。 

(２) 決定 
   「情報化推進部会」における検討結果については、区長を本部長とする「ICT 推

進・活用本部」(庁議)に適宜報告を行い、議会報告を経て決定する。 
 
７ スケジュール 
 

年 月 内容 

R2 

3 月  

4 月  

5 月  

6 月  

7 月  

8 月  

9 月  

10 月  

11 月  

12 月  

R3 

1 月  

2 月  

3 月  

 
８ 令和２年度における計画策定範囲 

※令和２年度は、点線部の基本計画及び前期実施計画を策定する。 

令和元年度 

(2019 年度) 

令和２年度 

(2020 年度) 

令和３年度 

(2021 年度) 

令和４年度 

(2022 年度) 

令和５年度 

(2023 年度) 

令和６年度 

(2024 年度) 

令和７年度 

(2025 年度) 

       

策定方針作成 

策定方針の決定 

意見収集・素案の決定 

最終案作成 

最終案の決定 

策定 

板橋区基本計画 2025 

(仮称)いたばし No.1 実現プラン 2025 

板橋区 ICT 推進・ 

活用計画 2020 

(仮称)板橋区 ICT 推進・活用計画 2025 

 
基本計画【5 か年】 

 前期実施計画【３か年】  後期実施計画【２か年】 

令和 2 年度策定範囲 

情報化推進部会(方針) 

議会報告(方針)【２定】 

ICT 推進・活用本部(方針) 

情報化推進部会(骨子)+現計画令和元年度実績報告 

骨子案作成 

ICT 推進・活用本部(骨子) +現計画令和元年度実績 議会報告(骨子)【閉会中】 

情報化推進部会(素案) 

ICT 推進・活用本部(素案) 

議会報告(素案)【閉会中】 
パブリック 
コメント 

情報化推進部会(最終案) ICT 推進・活用本部(最終案) 

議会報告(最終案)【１定】 

いたばし No.1 実現プラン 2021 

ローリング 


